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答弁する蓮舫行政刷新担当大臣 

 欲しい情報が必要な時に入手でき
る。情報公開の肝です。 

 国では最長で4年近くを要していま
すが、逗子市では必ず1か月以内に
全て処理するルールになっています。 

 また、そのことを可能にするのが
「独任制」です。  

 例えば、学校給食の放射能線量の調査。 

 神奈川4区内に於いても、全く実施していない自治体と、横浜市のように毎日
行っている自治体とで対応が分かれています。 
 

 横浜市がなぜこのように積極的にやっているのか。調査をしてみると、横浜市は
市の方針として「原発事故により発生した行政コストは国に請求していく」という考
えを明確に打ち出し、そのことが庁内に浸透しているため、担当レベルで予算が
多少かかっても前向きに取り組んでいるという実態がありました。 

  

  
 しかし、地方自治体が原発事故により発生
したコストを国に請求した場合、どこまで面
倒をみるのかというルールはありません。 

 そこで、細野豪志大臣に質したところ、「非
常に重要な御指摘」としたうえで、「横浜市
のような例の場合にどこまで国がしっかり負
担をできるか、しっかり検討してみたい」と答
弁がありました。 
 

 6月17日に原発に関する提言書を提出して
以来、誠実に進捗状況を報告してくれる細
野さんだけに、投げたボールがどのように
戻ってくるか期待しています。 

 フジテレビの記者としての経験を活かした徹底した
情報公開。1996年の初出馬以来、一貫して取り組ん
できたライフワークのひとつともいえます。 

 逗子市長時代は全国自治体の透明度ランキングで、
就任当初は256位であった逗子市を、4年間で全国1

位を達成させました。 

 実は地方自治体の方が情報公開のルールが確立
された歴史が15年ほど早いため、国が模範とすべき
取り組みは地方のモデル都市にあります。 

     

 災害時に海外ではどのように原子力事故に
対応するシステムになっているか、米・英・仏・
露の4か国を調査し、日本が改善すべき点がど
こにあるのか指摘しました。 

  すでに前号でお伝えしたように、6月に出した細野豪志氏（当時は首相補佐
官）への提言については、今回、細野氏から「来年四月には新しい原子力の規
制機関をつくることになっておりますので、その中で形をつくっていく」と答弁が
ありました。 
 

 そのうえで、重ねて指摘した改善点は・・・ 
①原子力事業者への総理の指揮監督権強化。 

②事業者が従わない場合の免許取り消しを含むペナルティー強化。 

③原子力災対本部におけるオンサイト（危機管理）、オフサイト（被災者支援） 
 機能の分離。 

④原子力保安院への実務権限の委譲など。 
 

 特に、③については前述4か国は全てそのような対応になっているほか、④に
ついても、肝心な情報の報告と調整は、各国共に大統領や首相が対応するも
のの、実務者に任せているのが実情です。 

 日本の場合、細かい指示まで議会対応などに追われる総理や経産大臣が
やっているため、無理があるのです。 

 この点、細野氏は「法的に何らかの形で担保をしたい」と答弁しましたが、特に
④についての対応を今後も注視し、意見具申するつもりです。 
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平均処理日数 338.8日 263.0日 

3か月以内に答申 10.1％ 19.3％ 

6か月以内に答申 28.8％ 49.3％ 

最長処理日数 2079日 1354日 

＜国の情報公開不服申し立てのスピード状況＞ 

 「独任制」とは公開するときは情報公開審査委員が一人で判断し、非公開と
するときだけ、複数の審査委員で合議するシステムです。 

 国は現在、常に合議して決める手法を採用していますが、この改善で情報公
開の不服申し立ての処理を確実に迅速化できます。 
 

 一方、請求しても「文書がもはや不存在」という状況を避けるために、4月から
公文書管理法がスタートしました。 

 公文書館に移送された情報は「永年保存」されるようになりましたが、公文書
管理法にも、情報公開法の改正案にも、永年保存された文書の公開ルールが
定められていません。 

 米国やスウェーデンでは外交・防衛情報でも50年経ったら一律に公開するな
どという「時限公開制度」を導入しており、逗子市でもこのシステムを採用しまし
たが、日本でもこのルール化は不可欠です。 

 今回の改正は「手数料の無料化」、裁判所への「インカメラ審理」(β１）の導
入など評価できますが、更なる改善を蓮舫大臣に求めたところです。 

β１ インカメラ審理とは、非公開とされた文書を裁判官が実際に見聞して判断をすること。 

独任制と時限公開制度の採用が課題。 

http://www.shugiintv.go.jp/jp/index.php
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■被災地での活動状況報告■ 
 4月13日の内閣委員会で取り上げた、被災地でのトレーラー
ハウスの活用。95年の阪神大震災では記者として「コンテナハ
ウス」の活躍を報道した経験がありましたが、今回の東日本大
震災では原発事故や津波被害により定住先がなかなか決まら
ないという事情があったため、移動、転売性が高いトレーラー
ハウスに目をつけたものです。 

 

 気仙沼市・鹿折小学校での絵画教室 

 「100億円かけて朝霞の公務員宿舎を建設するのはけしからん。なぜ、そのお金を被災地の仮設住宅
にまわさないんだ」などというお叱りを、駅頭で有権者の方からいただきました。これを受けて何度も財務
省理財局の担当者と打ち合わせや提言を行いました。 
 

 結果として、野田総理が10月に5年間の凍結の指示を出しましたが、9月13日のブログにも既に書いた
ように、契約書上は工事の延期が可能になっているつくりだったのです。延期から中止となると、事業者
への賠償リスクはありますが、優先順位の付け方が間違っていたので延期は当然の判断だと思います。   

  しかし、この問題での財務省の主張に疑義があることを把握しました。 
 

 ①緊急時に参集すべき公務員のための宿舎は理解できるが、「家を持っていない」という理由による新
規採用職員用の新規1.2万戸の計画は社会通念上理解されにくいこと。 

 一般的に、仮設住宅は１棟当たり500万円ということです
が、トレーラーハウスの価格は400万円～500万円で、仮設
住宅と違い、家具や冷蔵庫なども設置された状態で購入
できるメリットもあります。 

 最近になって生活者再建支援金からトレーラーハウスの
購入に、最大で200万円の補助が認められるようになり、
被災地での普及に拍車がかかると思います。 
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 ②財務省は宿舎1戸の経費は月額12,916円で、宿舎を借りない職員
に支給される上限月額27,000円より安いとするが、その計算には土地
代、建設国債の金利が含まれていないこと。 

 もはや、公務員の実質の生涯給与体系の中に、天下りや公務員宿
舎があるとすれば時代の趨勢として全く理解されません。但し、単なる
公務員バッシングではなく、本当に必要な公務員宿舎を峻別し、経済
性計算は厳密に正しい情報に基づいて行われるべきといえます。 

 

 ルールを決める交渉自体には参加すべきと思い、その過程や結果で国益に適うと思えば参加すれば
よいし、国益に反するならば不参加とすればよいと考えます。 

 国際経済交渉については、1993年のガットウルグアイラウンド交渉でフジテレビの政経部記者として2

度にわたり、ジュネーブに行き、特に大詰めを向かえた頃は朝、昼、夕、夜とすべてのニュースで連日中
継したこともありました。 

 海外、特にアメリカからの関税障壁撤廃の圧力はかなりのもの
がありますが、関税のハードルを下げるメリット、デメリットを緻密
に計算し、関税を下げた場合に打撃を蒙る恐れのある分野にどれ
だけセーフティーネットを構築できるかというところがポイントでは
ないかと考えます。 

 例えば、農産品分野のマイナスの影響を是正するには、短期的
には政府からの直接支払いといった補助金を主業農家に与える
ことで国内生産を維持しつつ、輸出が可能な農業への転換をはか
るしか道はありません。 

 他方、93年のガットウルグアイラウンド交渉を記者として深く関与した経験から言えば、交渉プロセス
に対していかに透明性を確保できるか、そのことは今回も問われている気がいたします。 

東京都・赤羽の公務員宿舎 

岩手県・大槌町の居住用トレーラーハウス 

宮城県・石巻市 トレーラーハウスによる「ホット横丁石巻」 

 今回のキマグレンの招致は、100条員会（β１）ではなく単なる教育民生常任委員会の参考人招致で、
業務の多忙などで欠席もできますし、少なくとも海の家の経営を組織でやっている以上、現場の実務責
任者が代理で出席しても、何ら問題がなかったはずです。 
 

 本人が来てびっくりした議員も多かったと耳にしていますが、キマグレンが経営する海の家が撤去後に
基礎の一部を海岸に残したことに問題はあっても、参考人招致するほどのことかと大きな疑問を持たざ
るを得ませんでした。幸いにして、本番は本人も、質問する議員も大人の対応をしたと聞きましたが、私
にはこれがピリオドではなくプロローグになる予感がしています。 

β１ 地方自治法100条に基づいて設置される特別委員会での出頭では出頭や証言、記録の提出を正当な理由なく拒んだ場合は、禁固または罰金が科されることになっている。但し、開催には議会の議決が必要。 
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 ところで、衆参両院の本会議で「『希望の種』を蒔きましょう」 と呼
びかけた野田総理が引用した詩の作者は、脳性マヒの障害を持
つ仙台市の詩人、大越桂（おおごえ・かつら）さんでしたが、同じく
脳性マヒのハンデを克服して素晴らしい絵画を描く浅井力也君が
被災地で子供たちを励ますために、絵画教室を開催しました。 

 私も３歳の娘を連れて、気仙沼で開催された力也君のイベントに
参加し、８年ぶりに力也君に再会しました。 

 参加した子供たちも最初は戸惑い気味でしたが、お母さんの三和子
さんやボランティアの皆さんがサポートしながら、明るいタッチの抽象
画ができてくると、子供たちの表情もぱっと明るくなりました。 
 

 お母さんの三和子さんは「この世に意味無く生まれてくる子はいない。
雑草だって私たちの心を和ませるように、まして人間は必ず神様から
何かお仕事を与えられて生まれてくる。」、こう信じて、力也君にはあら
ゆることに挑戦させるようにしたといいます。そのパワーは健在で、被
災地にも花を咲かせていました。 
 

 なお、浅井力也君、三和子さんについては映画『１リットルの涙』を制
作したオールアウトという制作会社が映画化の準備を進めており、こち
らも楽しみです。 
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TPP環太平洋パートナーシップへの基本的スタンス 

キマグレン議会への参考人招致に思うこと 

国家公務員住宅のどこに問題があるのか。 


